
川越市一般競争入札公告  川越市公告契約第２３０号 
地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基

づき、次のとおり一般競争入札を公告する。 
令和８年８月６日 

川越市長  森 田 初 恵   
    （公 印 省 略） 

第１ 公告事項（個別） 
１ 入札対象工事 

⑴ 工事名 
市道００１３号線側溝整備工事 

⑵ 工事場所 
川越市大字大袋新田地内 

  ⑶ 工事業種 
    土木工事業 

⑷ 工期 
契約締結日から令和９年２月１９日まで 

  ⑸ その他 
    本工事は「週休２日制適用工事（現場閉所型）」の対象工事である。 
 

２ 入札に参加できる者の形態 
単体企業とする。 

 
３ 入札参加資格 

公告事項（共通・工事）に定めるほか、次の要件を満たすこと。 
⑴ 本入札の公告日から落札決定までの期間において、引き続き建設業法（昭和２４年法律第１

００号）による土木工事業の許可を受けている者であること。 
⑵ 本入札の公告日から落札決定までの期間において、引き続き川越市競争入札参加者の資格等

に関する規程（平成６年告示第３５１号）に基づく令和７・８年度川越市競争入札参加資格者
名簿（以下「名簿」という。）に建設工事の業種として「土木工事業」が登載されており、その
格付けがＢ級であること。 

⑶ 本入札の公告日から落札決定までの期間において、引き続き川越市内に本店を有している者
であること。 

⑷ ⑶の本店が⑵の業種を名簿に登載している申請事業所であること。 
 
４ 落札者の決定方法 

⑴ 価格競争による取り抜け方法により落札者を決定する。 
⑵ 令和８年８月６日川越市公告契約第２３０号及び第２３１号の案件について、１者が落札候

補者となることのできる案件の数は、１件のみとする。したがって、本案件の落札候補者は、
令和８年８月６日川越市公告契約第２３１号の入札を無効とする。 

⑶ 取り抜け方法によって入札参加者がいなくなった場合は、当該案件に限り本案件の落札候補
者の行った入札を有効なものとする。 

⑷ 開札は、公告番号の小さいものから順に行う。 
 
５ 予定価格 

埼玉県電子入札共同システム（以下「電子入札システム」という。）において公表する。 
 
６ 最低制限価格 
  設定する。 

 
７ 設計図書等 

電子入札システムのうち入札情報公開システムにより掲載する。なお、設計図書等は、入札情
報公開システムからダウンロードすることにより配布するものとし、インターネット上では閲覧
しないこと。 

 
８ 設計図書に関する質問・回答 

 設計図書に関しての質問回答は、次のとおり行うものとする。なお、川越市建設工事数量書等
公開実施試行要領に記載のとおり、数量書等に関する質問は受付けない。 
⑴ 質問受付 

設計図書に関して質問がある場合は、入札情報公開システムに添付している質問・回答書



（.docx）を使用し、電子入札システムにより提出すること。 
電子入札システムによる質問の題名、説明要求内容及び添付資料には、特定の企業名や個人

名を記入しないこと。 
質問・回答書の形式が異なる場合や、企業名や個人名が特定される場合は、質問を受付けな

い。 
⑵ 受付期間 

令和８年８月６日（木）午前８時４５分から 
令和８年８月１９日（水）午後１時００分まで 

⑶ 回答日時 
令和８年８月２４日（月）午後１時００分 
質問に対する回答は、上に示す日時までに電子入札システム上で掲示する。 
入札参加者は、質問の提出の有無にかかわらず、電子入札システムに掲載する質問に対する

回答の全ての内容を必ず確認した上で、入札に参加すること。 
また、入札参加者から質問がない場合でも「質問に対する回答」を利用して発注者から入札

参加者へお知らせを掲示することがある。 
 

９ 競争参加資格確認申請書の提出 
入札参加を希望する者は、次に示す期間内に電子入札システムの競争入札参加資格確認申請書

を提出すること。 
令和８年８月６日（木）午前８時４５分から 
令和８年８月２５日（火）午後４時３０分まで 

 
10 入札書の提出 

次に示す期間内に電子入札システムの入札書を提出すること。 
令和８年８月２６日（水）午前８時４５分から 
令和８年８月２７日（木）午後１時００分まで 

 
11 開札日時 

令和８年８月２８日（金）午前８時５０分 
 

12 入札回数 
１回とする。 

  
 13 落札候補者決定の通知の方法 
   落札候補者の決定は、保留通知書により通知するものとする。 
 

14 入札参加資格等確認資料の提出 
落札候補者とされた者については、次の⑵の書類を電子入札システム又は持参により川越市総

務部契約課に提出しなければならない。 
⑴ 提出期限 

令和８年８月３１日（月）午後４時３０分まで 
⑵ 提出書類 

ア 一般競争入札参加資格等確認申請書 
イ 建設業の許可通知書又は許可証明書の写し 
ウ 建設業の許可の申請に係る書類の写し 

(ア) 建設業許可申請書（様式第１号。許可行政庁の受理印があるもの。電子申請で収受印
がない場合はＪＣＩＰの申請・届出内容画面の写しを併せて提出すること。） 

(イ) 営業所一覧表（様式第１号別紙２） 
(ウ) 営業所技術者等一覧表（様式第１号別紙４）の写し又は営業所技術者等証明書（様式

第８号） 
エ 総合評定値通知書（経営規模等評価結果通知書）の写し（許可行政庁の公印があるもの又

は公印に代わる電子署名が付されたもの）（公告事項（共通・工事）３⑸に適合するもの） 
オ 公告事項（共通・工事）３⑾の要件を確認できる書類（総合評定値通知書（経営規模等評

価結果通知書）で確認できない場合は、社会保険等確認資料で市が指定するもの） 
カ 入札参加停止等の措置状況調書 
キ 配置予定技術者報告書（配置予定技術者等が特定できないときは、複数の候補者を記載す

ること。また、国又は埼玉県若しくは川越地区消防組合が発注者となる工事（当該工事の区
域に川越市の区域を含むものに限る。）の現場代理人が本工事を兼務する場合は、当該工事の
発注者から兼務を認められた「現場代理人の兼務の可否に関する照会兼回答書の写し」を添



付すること。） 
ク 技術者及び現場代理人との雇用関係が確認できる書類（一般競争入札参加要領で市が指定

するもの。なお、同書類に保険者番号及び被保険者等記号・番号の記載がある場合は、同記
載についてマスキングをすること。） 

ケ 配置予定技術者の合格証書等の写し（建設業法上の要件が「第７条第２号ハ」に該当する
場合）監理技術者を配置する場合は、監理技術者資格証（表裏両面）及び監理技術者講習修
了証の写しも併せて提出すること。 

コ 資本関係・人的関係調書 
サ 市税の納付に係る誓約書兼同意書（川越市指定様式。本市より市税として課されている税

がなくても提出すること。なお、本書が提出できない場合は、本市市税の納税証明等申請書
兼証明書（川越市指定様式で本入札の開札日以降に本市が証明したもの。（写し可））を提出
すること。） 

 
15 契約の締結の方法 

   本工事は、電子契約（川越市電子契約実施要綱第２条第３号の規定による電子契約をいう。以
下同じ。）により、契約を締結することができるものとする。 

  なお、落札候補者として決定された者が電子契約を希望する場合は、入札参加資格等確認資料
の提出時に「電子契約希望届兼メールアドレス届出書」を提出すること。 

 
16 入札保証金 

免除とする。 
 

17 契約保証金 
川越市建設工事請負契約約款第４条による。 
 

18 支払条件 
⑴ 前金払 

川越市建設工事請負契約約款第３５条による。 
⑵ 部分払 

なし 
 

19 配置予定技術者 
⑴ 配置予定技術者について 

配置予定技術者については、建設業法、建設業法施行令、監理技術者制度運用マニュアル及
び川越市建設工事における技術者の専任に関する取扱い等によるものとする。 

落札者決定後、ＣＯＲＩＮＳ等により専任の配置予定技術者が営業所の専任技術者との兼務
を確認された場合は、契約を結ばないことがある。 

  ⑵ 監理技術者（特例監理技術者）の兼務について 
   本工事は、建設業法第２６条第３項第２号の規定の適用を受ける監理技術者（特例監理技術

者）の配置を認める。 
 

20 現場代理人 

 ⑴ 現場代理人の常駐を要しない期間 

  本工事の現場代理人の常駐を要しない期間については、川越市建設工事における現場代理人
の常駐義務の緩和に関する取扱い１⑴アからエに該当する期間とする。 

  ⑵ 現場代理人の兼務を認める工事 

本工事は、川越市建設工事における現場代理人の常駐義務の緩和に関する取扱いのうち、兼
務を認める工事の対象とする。ただし、低入札価格調査を経て契約する工事は、兼務を認める
工事の対象としない。 

 
21 仮契約の締結 

公告事項（共通・工事）６の仮契約の締結を行わない。 
 

22 問い合わせ先 
公告の内容 総務部契約課 
工事の内容 建設部道路街路課 



第２ 公告事項（共通・工事） 
１ 入札執行手続 

この公告による入札は電子入札システムにより行う。 
 

２ 入札執行方法 
事後審査型入札（入札に参加する者に必要な資格の審査を入札執行後に行う方式）により行う。

（電子入札システムにおける呼称は「ダイレクト入札」という。） 
 

３ 入札参加資格 
特に記述のある場合を除き、本入札の公告日から落札決定までの期間において、引き続き名簿

に登載され次の要件を満たすこと。 
⑴ 施行令第１６７条の４の規定に該当しない者であること。 
⑵ 川越市契約規則（昭和４９年規則第２１号。以下「契約規則」という。）第２条の規定により、

市の一般競争入札に参加することができない者でないこと。 
⑶ 川越市建設工事等の契約に係る入札参加停止等の措置要綱に基づく入札参加停止措置を受け

ていない者であること。 
⑷ 川越市建設工事等暴力団排除措置要綱に基づく入札参加除外措置を受けていない者であるこ

と。 
⑸ 参加を希望する案件の競争参加資格確認申請書の提出時において、当該案件に必要な建設工

事の種類に応じた、開札日から１年７月前の日以降の日を審査基準日とする建設業法第２７条
の２３第１項の規定による経営事項審査を受けている者であること。ただし、経営事項審査の
審査基準日は、開札日に直近のものとし、⑻のただし書き又は⑼のただし書きに該当する場合
は、手続き開始決定日以降のものとする。 

⑹ 落札後、当該工事業種に対応する主任技術者等を建設業法に従い施工現場に配置できること。 
⑺ ⑹により配置する主任技術者等は、公告日現在において、入札参加（希望）者と直接的かつ

恒常的な雇用関係にあり、市が指定するそれを証する書類を配置予定技術者報告書に添付でき
る者であること。（非常勤役員は恒常的な雇用関係には該当しません。） 

⑻ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申し立てがなされている
者でないこと。ただし、手続き開始決定を受けている者を除く。 

⑼ 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申し立てがなされている
者でないこと。ただし、手続き開始決定を受けている者を除く。 

⑽ 本入札に参加する他の入札参加（希望）者との間に、次に示す関係がないこと。 
ア 資本関係 

次のいずれかに該当する２者の場合。ただし、子会社（会社法（平成１７年法律第８６号）
第２条第３号の規定による子会社をいう。以下同じ。）又は子会社の一方が会社更生法第２条
第７項に規定する更生会社又は民事再生法第２条第４号に規定する再生手続が存続中の会社
（以下「更生会社等」という。）である場合を除く。 
(ア) 親会社（会社法第２条第４号の規定による親会社をいう。以下同じ。）と子会社の関係

にある場合 
(イ) 親会社を同じくする子会社同士の関係にある場合 

イ 人的関係 
次のいずれかに該当する２者の場合。ただし、（ア）については、会社の一方が更生会社等

である場合を除く。 
(ア) 一方の会社の取締役が、他方の会社の取締役を兼ねている場合 
(イ) 一方の会社の取締役が、他方の会社の会社更生法第６７条第１項又は民事再生法第６

４条第２項の規定により選任された管財人を兼ねている場合 
ウ 組合関係 

次に該当する２者の場合。 
(ア) 中小企業等協同組合法（昭和２４年法律第１８１号）第３条に規定する中小企業等協

同組合（以下「組合」という。）と当該組合の組合員の関係にある場合 
エ その他入札の適正さが阻害されると認められる場合 

ア、イ及びウと同視し得る特定関係があると認められる場合 
⑾ 次に掲げる全ての社会保険に加入している者であること。ただし、当該保険の全部または一

部について法令で適用が除外されている者はこの限りでない。 
ア 健康保険法（大正１１年法律第７０号）に基づく健康保険 
イ 厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号）に基づく厚生年金保険 
ウ 雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）に基づく雇用保険 

⑿ 本入札に参加を希望する者は、競争参加資格確認申請書の提出までに、電子入札システムで
利用可能な電子証明書を取得し、電子入札システムの利用者登録が完了していること。 



 
４ 契約条項等 

この公告に定めるもののほか、本入札及び契約に関する手続きについては、施行令、契約規則、
川越市電子入札運用基準、川越市建設工事請負等一般競争入札（事後審査型）実施要領、川越市
建設工事請負契約約款、川越市競争入札等参加者心得、入札参加資格者の遵守事項、建設工事等
の入札における入札金額内訳書の取扱いについて、川越市建設工事数量書等公開実施試行要領等
の定めるところとする。 

 
５ 入札参加資格の有無の確認 

川越市建設工事請負等一般競争入札（事後審査型）実施要領に基づき入札執行後に確認する。 
 

６ 契約の時期 
議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和３９年条例第２３号）

に定めるところにより、市議会の議決に付さなければならない契約については、入札後、工事請
負仮契約を締結し、市議会の議決後にこれを本契約とする。なお、議会で否決された場合、仮契
約は無効となり契約は成立しない。また、このことで仮契約の相手方に損害が生じても、川越市
は一切の責任を負わない。 

 
７ 異議の申立 

入札を行った者は、入札後は契約規則、川越市電子入札運用基準、川越市建設工事請負等一般
競争入札（事後審査型）実施要領、川越市建設工事請負契約約款、設計図書（質問回答書を含む。）、
数量書等、現場等についての不明を理由として異議を申し立てることができない。 

 
８ その他 

⑴ 本入札の公告日から落札決定までの期間において、名簿に登載されている業種、格付け及び
申請事業所の所在地が、公告事項（個別）の入札参加資格において要件とした事項に該当しな
い者が行った入札は、入札参加資格の審査を行わず無効とする。 

⑵ 提出された書類は返却しない。 
⑶ 発注者が様式を指定した入札金額内訳書（必要事項を記入したもの）を電子入札システムに

入札書提出の際に添付すること。 
⑷ 契約規則第１２条に該当する入札は、無効とする。 
⑸ 入札書に記載する金額は、消費税及び地方消費税の課税業者及び免税業者を問わず、見積も

った金額の１１０分の１００に相当する金額を記載すること。 
⑹ 入札に際して、談合等公正な入札の執行を妨げる行為に関する情報が寄せられた場合等は、

川越市談合情報対応要領による所定の手続等を入札参加資格として付加することがある。 
⑺ 川越市発注の建設工事において、入札期間の一部又は全部が重複した複数の案件における落

札候補者となった入札参加者は、以下に掲げる場合にのみ、落札候補者の資格を辞退すること
ができる。 

その場合、落札候補者の資格を辞退することができる案件は、公告記載の開札日時が最も遅
い案件からとし、入札参加者は選択できない。 

なお、この落札候補者の資格の辞退は、速やかに行うこととし、以下の理由に該当するにも
関わらず、落札候補者の資格の辞退を行わず、指定された期日までに「第１ 公告事項（個別）」
に記載された入札参加資格等確認資料を提出しない場合は、川越市建設工事等の契約に係る入
札参加停止等の措置要綱による入札参加停止措置を講じる場合がある。 
ア 建設業法で定める技術者を配置することができない場合 
イ 川越市建設工事請負契約約款で定める現場代理人を置くことができない場合 

  ⑻ 落札者は、確認資料に記載した配置予定技術者を当該工事に配置すること。 
  ⑼ 落札者は、請負代金内訳書を提出すること。 
  ⑽ 落札者は、建設業法第２０条の２第２項の規定に基づき、工期又は請負代金の額に影響を及

ぼす事象が発生するおそれがあると認めるときは、落札決定から請負契約を締結するまでに、
発注者に対して、その旨を当該事象の状況の把握のため必要な情報と併せて、川越市競争入札
等参加者心得様式第１号により通知するものとする。 

 


